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商品先物取引業者に対する行政処分 

 

 
 

 

 

 

 

１．処分内容 

・商先法第２３２条第１項の規定に基づく業務改善命令 

・商品先物取引業の運営の改善のため、以下の措置を速やかに講ずること。 

（１）セミナー開催案内における勧誘目的の明示の徹底         

（２）法令遵守体制の強化 

 

２．処分理由 

  セミナーの開催案内において、勧誘する目的があることを明示せず、「こ 

のお申込をもって弊社に対する勧誘の招請があったとみなします」と記載さ 

れていたが、これは商先法第２１４条第１０号に基づく商品先物取引法施行 

規則（平成１７年農林水産省・経済産業省令第３号）第１０３条第１項第１ 

０号に規定する勧誘の目的を明示しないで顧客を集めて勧誘することに該 

当し、商先法第２１４条に定める禁止行為に該当すると認められるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

経済産業省商務流通保安グループ商取引監督課長 苗村 公嗣 

担当者：笠井、畠山 

電 話：０３－３５０１－１５１１(内線：４２０１) 
        ０３－３５０１－５８９５(直通) 
  

   農林水産省食料産業局商品取引グループ 
担当者：渡邉、萩原 

    電 話：０３－３５０２－８１１１(内線：４１７０) 
        ０３－３５０２－５７５４(直通)  
 
（関係会社との個々の取引に関するお問い合わせ先） 

  経済産業省商品取引相談窓口 
    電 話：０３－３５０１－１５１１(内線：４２１７～８) 

 
   農林水産省商品取引相談窓口 
    電 話：０３－３５０２－８１１１ (内線：４１７０) 
  

経済産業省及び農林水産省は、本日、商品先物取引法（昭和２５年法律第

２３９号。以下「商先法」という。）に基づく商品先物取引業者である株式

会社ＵＨＧ（本社：東京都千代田区）に対し、商先法第２３２条第１項の規

定に基づき、商品先物取引業の運営の改善に必要な措置を採ることを命じま

したのでお知らせいたします。 


